
市民の財産である地下鉄・市バスの民営化を許すな！ 

継続審査に追い込んだ運動をさらに大きくし、廃案にむけて奮闘しよう 
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  3 月 29 日に開かれた大阪市会本会議で、橋下市長が狙う地下鉄・市バスを民営化する条例案は可決

されず、継続審査となりました。大阪市交通局は 100 年、市営地下鉄は 80 年の歴史があり、これまで

市営交通は、安全性の確保や利便性の向上をめざし、国や市からの税投入と利用者の運賃負担によって、

地下鉄と市バスの一体運営をすすめてきました。こうして築き上げられた交通ネットワークは、利用者

と市民の足を守る役割を果たしてきました。今回の可決阻止は、「地下鉄・市バスの民営化はすべきで

ない」と、市民と利用者の足を守る運動をすすめてきたすべてのみなさんの運動が世論と市会を動かし

たもので、今後の運動にとって大きな布石となるものです。 

 地下鉄・市バスの民営化は、さまざまなところで「議論」されてきましたが、公営企業を廃止する条

例が常任委員会（交通水道委員会）に付託されたのはこの市会が初めてのことでした。大阪市 100年の

計にかかわる重大案件をまともな説明もなく、十分な審議も行わず一気に可決してしまうことは、到底

許されるものではありませんでした。橋下市長と「維新の会」のこの「独裁」的なやり方に、多くの市

民が怒りを声にし、市会各会派も危機感を抱いたことは当然のことです。 

 橋下市長は民営化して「税金に頼らない経営を実現」「税金を使う組織から納める組織へ」などと詭

弁を弄し、何が何でも民営化条例案を可決しようとしました。 

「明るい会」と「よくする会」は、これらの問題点を指摘する見解を「よくする会」機関紙で発表し、

街頭や市内全家庭へ配布するとともに、議員要請、町会役員との懇談などを通じて、公営交通の役割を

訴えました。 

 念願の黒字を生み出した今、地下鉄をなぜ民間に売り渡さなければならないのかの疑問が沸き起こっ

たうえ、採算性の低いバス路線の廃止で利用者の足が奪われることへの怒りが大きくなり、地域ぐるみ

の運動が広がったことも今回の特徴でした。 

 しかし、今市会においては可決されなかったものの、市会論戦の中で民営化そのものに正面から反対

したのは日本共産党だけした。他の会派は「市民への説明不足」「時期尚早」「審議不十分」などの理由

で、「今回については賛成していない」という論調が根強くあることを直視しなければなりません。 

 また、赤バスは、行政区間のアンバランスを抱え、十分な代替措置が取られないまま 3月末日をもっ

て廃止されましたが、存続を求める市民の運動は、復活を求める新たな運動へと進んでいきます。 

 地下鉄・市バスの民営化を許さない運動も新しい局面を迎えます。 

私たちは、①地下鉄は 80 年間市税を注ぎ込み築き上げた市民の共有財産であること ②安全と防災

に責任を持つのは自治体の役割であり、公営（直営）でこそ、その責任が明確に担保されること ③地

下鉄と市バスの一体運営でこそ利用者と市民の足が守られること ④サービス向上は、公営・民営に関

わらず可能であり、黒字になったこれから、さらに改善できる条件が広がっていること、をいっそう声

を大にして訴え続け、橋下「維新の会」が狙う大阪市解体の「大阪都」構想などの野望をくい止めるた

め、大いに奮闘しようではありませんか。         

以上                        


